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1．国立情報学研究所の概要

◆ 設置目的
◆ 沿革
◆ 取り組みの全体像
◆ 組織
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１．国立情報学研究所の概要：設置目的

目的
情報学に関する総合研究並びに学術情報の流
通のための先端的な基盤の開発及び整備
 活動
1. 学術コミュニティの声を反映し、学問領域の中

核拠点としてコミュニティ全体の研究・教育活
動に必須な学術情報基盤を整備・運用

2. 長期的な視点に立つ基礎研究、社会課題解決を
目指した実践的研究を推進

3. 大学共同利用機関の研究環境を活用した次世代
のIT人材育成を実施
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年 月 事 項

1976（昭和51）年 5月 東京大学情報図書館学研究センター発足

1983（昭和58）年 4月 東京大学文献情報センター設置
（情報図書館学研究センターを改組）

1986（昭和61）年 4月 学術情報センター（NACSIS）設置
（東京大学文献情報センターを改組）

1994（平成 6）年11月 千葉分館（千葉県千葉市）竣工

1997（平成 9）年 3月 国際高等セミナーハウス（長野県軽井沢町）竣工

2000（平成12）年 4月 国立情報学研究所（NII）設置
（学術情報センターの廃止・転換）

2004（平成16）年 4月 大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構
国立情報学研究所設置

１．国立情報学研究所の概要：沿革
初代
猪瀬 博

任期：
2000年4月 - 2000年10月

第2代
末松 安晴

任期：
2001年4月 - 2005年3月

第3代
坂内 正夫

任期：
2005年4月 - 2013年3月

第4代（現在）
喜連川 優

任期：
2013年4月 -
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１．国立情報学研究所の概要：沿革

https://www.google.co.jp/maps/search/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E5%9B%B3%E6%9B%B8%E9%A4%A8/@35.7120248,139.7584813,17z/data=!3m1!4b1
https://www.google.co.jp/maps/place/%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E6%83%85%E5%A0%B1%E5%AD%A6%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80%EF%BC%88NII%EF%BC%89/@35.692348,139.7574674,18z/data=!4m5!3m4!1s0x60188c11e52a7af7:0x59be01a56f0cf10e!8m2!3d35.6924853!4d139.7582533
https://www.google.co.jp/maps/place/%E7%AD%91%E6%B3%A2%E5%A4%A7%E5%AD%A6+%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E3%82%AD%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%91%E3%82%B9/@35.7196475,139.7352739,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x60188daf4e77e7b5:0xda30573fd880952b!8m2!3d35.7196475!4d139.7374679?hl=ja&authuser=0
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１．国立情報学研究所の概要：在りし日の学術情報センター
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１．国立情報学研究所の概要：沿革

https://www.google.co.jp/maps/search/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E5%9B%B3%E6%9B%B8%E9%A4%A8/@35.7120248,139.7584813,17z/data=!3m1!4b1
https://www.google.co.jp/maps/place/%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E6%83%85%E5%A0%B1%E5%AD%A6%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80%EF%BC%88NII%EF%BC%89/@35.692348,139.7574674,18z/data=!4m5!3m4!1s0x60188c11e52a7af7:0x59be01a56f0cf10e!8m2!3d35.6924853!4d139.7582533
https://www.google.co.jp/maps/place/%E7%AD%91%E6%B3%A2%E5%A4%A7%E5%AD%A6+%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E3%82%AD%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%91%E3%82%B9/@35.7196475,139.7352739,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x60188daf4e77e7b5:0xda30573fd880952b!8m2!3d35.7196475!4d139.7374679?hl=ja&authuser=0
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１．国立情報学研究所の概要：竹橋（本部）景観
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NII全景

学術基盤推進部
（21階）の眺望



１．国立情報学研究所の概要：施設・所在地

シリコンバレー
オフィス

NII千葉分館
（西千葉）

NII国際高等
セミナーハウス
（軽井沢）

NII
（竹橋）

（ジェトロ共同事務所）
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NII柏分館
（柏）
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１．国立情報学研究所の概要：千葉分館（千葉市稲毛区）

【外 観】 【サーバ室】



１．国立情報学研究所の概要：柏キャンパス移転

13

（西千葉から移転）東大と合築（2020.10竣工）



１．国立情報学研究所の概要：柏キャンパス移転
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東京大学柏Ⅱキャンパス 情報基盤センター・
国立情報学研究所 柏分館の合同開所式を
開催（2021.3）



１．国立情報学研究所の概要：シリコンバレーオフィス

2017.5
文部科学省と経済産業省の協議の後
日本貿易振興機構（JETRO）とNIIで
共同事務所を立ち上げ

シリコンバレーの
躍動感を
NIIの研究に反映
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１．国立情報学研究所の概要：取り組みの全体像

情報から知を紡ぎ出す
研究と事業を両輪として情報学による未来価値を創成

Service

学術コンテンツ事業

Research

アーキテクチャ
科学研究系

コンテンツ
科学研究系

情報学
プリンシプル

研究系

情報社会
相関

研究系

大学院
教育

学術情報ネットワーク事業

研究 事業
16の研究施設

研究 事業
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１．国立情報学研究所の概要：組織

図書館連携・協力室

学術基盤課

情報学プリンシプル研究系

アーキテクチャ科学研究系

コンテンツ科学研究系

情報社会相関研究系

先端ICTセンター

学術コンテンツ課

研究施設

副所長

研究戦略室

男女共同参画活動支援室 サ
ー
ビ
ス
・
事
業

所長補佐

学術基盤推進部

総務部

総務課

社会連携推進室

会計課

企画課

大
型
研
究

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

産
学
連
携

学術ネットワーク研究開発センター
知識コンテンツ科学研究センター
先端ソフトウェア工学・国際研究センター
社会共有知研究センター

量子情報国際研究センター シンセティックメディア国際研究センター
サイバーフィジカル情報学国際研究センター （2021（令和３）年7月～）
ビッグデータ数理国際研究センター
システム設計数理国際研究センター
医療ビッグデータ研究センター

金融スマートデータ研究センター
ロバストインテリジェンス・ソーシャルテクノロジー研究センター

研
究
系

事
業
系

シリコンバレーオフィス

コンテンツシステム
開発室 学術認証推進室

SINET 利用推進室

クラウド支援室

学術情報セキュリティ・オペレー
ション・センター

運営会議 アドバイザリーボード

グローバル・リエゾンオフィス

所長

クラウド基盤研究開発センター
データセット共同利用研究開発センター
サイバーセキュリティ研究開発センター
オープンサイエンス基盤研究センター

学術コンテンツ事業の
担当部署

研究成果整備チーム

支援チーム

JUSTICE事務局

JPCOAR事務局 17

学術コンテンツ整備チーム

オープンサイエンス基盤研究センター
20１７（平成29）年4月～
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研究戦略室
副所長 ・ URA

データサイエンス
共同利用基盤施設

(情報・システム研究機構)

ビッグデータ
数理国際

研究センター

量子情報
国際研究
センター

社会・産学連携海外大学・研究機関

グローバル・リエゾン
オフィス

情報学
プリンシプル研究系

アーキテクチャ
科学研究系

情報社会相関
研究系

研究

研究施設 SINET
(Science Information NETwork)

学術ネットワーク
研究開発センター

事業

知識コンテンツ
科学研究センター

学術認証
フェデレー
ション
(学認)

学術情報検
索（論文・
図書・雑
誌・博士論
文）(CiNii)

Cyber-
security

infrastruc
ture

所長マネジメント

共
同
研
究
・
連
携

連携

国際アドバイザリーボード

学術機関
リポジトリ
(JAIRO 
Cloud)

異分野
連携

国内大学
研究機関

NII 湘南会議国際インターンシップ
プログラム

総合研究大学院大学
情報学専攻（総研大）

１．国立情報学研究所の概要：研究と事業の連携

コンテンツ科学
研究系

フィードバック
サイバー
フィジカル
情報学国際
研究センター

システム
設計数理国際
研究センター

医療ビッグデータ
研究センター

共
同
研
究
・
連
携

社会共有知研究
センター

先端ソフトウェア
工学・国際研究
センター

クラウド基盤研究
開発センター

データセット共同
利用研究開発セン

ター

連携

金融スマート
データ研究
センター

サイバーセキュリティ
研究開発センター

オープンサイエンス
基盤研究センター

ロバストインテリジェ
ンス・ソーシャルテク
ノロジー研究センター

18

シンセティック
メディア国際研
究センター
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「1．国立情報学研究所の概要」のまとめ

国立情報学研究所は、「研究」だけじゃなく、
「事業」もやってます！大学図書館さんとは
昔からとてもご縁が深い組織なんです！！

情報犬
ビットくん https://www.nii.ac.jp/about/overview/jouhouken/
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２．国立情報学研究所の事業

◆ 事業の全体像
◆ 学術情報ネットワーク事業

・SINET
・クラウド
・認証
・セキュリティ

（◆ 学術コンテンツ事業）
◆ 大学との連携

20



National Institute of Informatics

セキュリティ強化クラウド活用支援

大学間連携支援

学術コンテンツ基盤

HPCI認証

学術認証
フェデレーション

学術情報の公開・共有

国内回線 全都道府県100Gbps化
海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入

学術情報ネットワークの構築・運用

クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化

学術情報流通と
オープンアクセスの推進
オープンサイエンスの推進

仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進

クラウド支援サービス

2．国立情報学研究所の事業：事業の全体像

 全国を網羅する超高速ネットワークを構築し、その上で、認証、クラウド、セキ
ュリティ、コンテンツ流通（オープンサイエンス含む）機能を強化

SINET直結クラウド

電子証明書による安全な認証
高性能VPNによるセキュアな通
信環境の提供
サイバーアタック対策

高性能VPN

電子証明書

無線LAN
ローミング

超高速・高機能回線

アクセス回線共同調達

セキュリティ基盤

大学などの学術研究・教育活動の連携・推進
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2．国立情報学研究所の事業： NIIサービスの利用機関数

コンテンツ流通

クラウド活用支援

学術情報ネットワーク （SINET）

学術認証

セキュリティ強化

SINET
969

(913)

学認
254

（220）

Eduroam
305
（249）

電子証明書
365
（334）

NII-SOCS
101（101）
（93％）

直結クラウド
310

（170）

導入支援
105
（86）

ゲートウェイ
52

（38）

CAT/ILL   
1,336(1,334)

JAIRO Cloud
818 (558)

国立大学 公立大学 私立大学 短期大学 高等専門
学校

大学共同
利用機関 その他 合計

86
(100%)

86
(91%)

421
(68%)

82
(25%)

56
(98%)

16
(100%)

222 969

3,657VPN

22※ 数値は2021（令和3）年3月末現在。（）内は2019年度（2年前）の数値
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ノード： DC設置＋新設13県（ ）
回線： 2.4Gbps～40Gbps

1987 学術情報ネットワーク（パケット交換網： SINETの前身）を運用開始
1992 インターネットバックボーンとして SINET 運用開始 （29拠点、6～50Mbps）
2002 スーパーSINET （14拠点、最大10Gbps）、光技術導入
2007 SINET3（34都道府県、1Gbps～40Gbps）、L2VPN等サービス多様化
2011 SINET4（47都道府県、2.4Gbps～40Gbps）、ノードDC設置等高信頼化
2016 SINET5（47都道府県、100Gbps）、海外回線強化、クラウド導入支援サービス
2017 サイバーセキュリティ強化、オープンサイエンス基盤開発開始
2018 米国・欧州・アジア回線100Gbps、広域データ集基盤（モバイル機能）
2019 東京-大阪間 400Gbps
2021 SINET6へ

2．国立情報学研究所の事業： SINETの変遷

米国・欧州

アジア

米国

欧州

アジア

全都道府県100Gbps！
東京-大阪間400Gbps！
全国際回線100Gbps
モバイル機能
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2．国立情報学研究所の事業： SINET5の概要

国立大学 公立大学 私立大学 短期大学 高等専門
学校

大学共同
利用機関 その他 合計

加入機関数 86
(100%)

86
(91%)

424
(69%)

82
(25%)

56
(98%)

16
(100%)

225 975

（2021年3月末日現在）

米国

欧州

アジア

： 国内回線（100Gbps）

： 国際回線（100Gbps）

： SINETDC

大学 企業等研究機関

共同研究

全国各地
大型実験

施設 スパコン クラウド

HPCI 12拠点 商用41拠点

アクセス回線 （最大100Gbps）

海外

日本全国の大学・研究機関等が利用する学術専用の情報通信ネットワーク
• 全都道府県にSINETDCを設置、拠点間＆海外100（東販400）Gbps通信環境を提供
• 実験設備やクラウド等の利用、遠隔教育等を支援 ・民間も共同研究であれば利用可能

*

*

24

： 東京大阪回線400Gbps）

セキュアモバイル網

高速Internet 各種高速VPN オンデマンド
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2．国立情報学研究所の事業：モバイルSINET
 モバイル機能の取り込み

急速に拡大するIoT関連の研究や事業を3キャリアの電波
を用いて支援

 セキュアなネットワーク環境
モバイルキャリアのネットワークの中にインターネットと
は切り離されたSINET専用の仮想ネットワークを形成

 研究プロジェクト毎にVPNを形成
研究プロジェクト毎にVPNを形成してセキュアかつ高性
能に各種解析環境に接続

 多様なデータ処理環境への接続
各大学等の計算機環境、商用クラウドサービス、国内協力
事業者が提供する解析環境等への接続を提供

立入困難地域

自然保護地域

ストレージ
データ データ

広範囲エリア

SINET専用仮想網

VPN網
SINET結合

VPN設定機能

大学 企業 地方公共団体

ストレージ
データ データ

ストレージ
データ データ

GPUサーバ等 高性能サーバ汎用サーバ

L2VPN

キャリア
モバイル網

モバイル網からのデータ収集解
析において、商用クラウド、お
大学計算資源や協力事業者の処
理環境等、任意の処理環境を柔
軟にに利用可能

有線だけではなくモバイルに
よる面的拡張で、研究活動
領域拡大を支援

線

L2VPN

地域コミュニティ

遠隔地

海上

面

協力事業者環境商用クラウド 大学等
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2．国立情報学研究所の事業：モバイルSINET

2018年12月から実証実験を開始し、幅広い分野の研究に、従来の研
究環境では得られなかったメリットを提供
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2．国立情報学研究所の事業：クラウドサービスの展開

学認クラウド導入支援サービス（2016年10月開始）
• クラウドを利用する大学等や、大学等にクラウドを提供する事業者に
対して、コンサルタントや、クラウド活用のためのセミナーを開催

学認クラウドゲートウェイ（2017年7月開始）
• 研究教育に必要なクラウドサービスにワンストップでアクセス
するためのポータル機能を大学等に提供

• テンプレートを選択することにより、クラウド環境を簡単に構築
• SINET5 L2VPNを活用した高速かつ安全な通信が可能

学認クラウドオンデマンド構築サービス（2018年10月開始） クラウド事業者

クラウド事業者 大学等

 クラウドを安全かつ有効に利用するため、サービスを展開中

SINET直結クラウド
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• SINETに直結した商用クラウドサービス（33社）を、310以上の加入機関に提供中
• 商用クラウドサービスを高速・安全・低価格で利用可能

2．国立情報学研究所の事業： SINET直結クラウド 提供機関一覧

28
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2．国立情報学研究所の事業： 認証基盤

 学術認証フェデレーション「学認」

 大学・研究機関が組織内で運用する個人認証
システムを、他機関や出版社でも利用可能に
⇒大学間認証連携を実現

 セキュリティとプライバシーを確保するため
の運用基準を設け、安心・安全を確保

255機関で利用 (2021年2月末現在)

大学間認証連携サービスの展開

 UPKI電子証明書発行サービス

 大学のドメイン名(xxx.ac.jpなど)のサーバ認証を大学共同利用機関であるNIIが実施
 そのための電子証明書発行を実施

現在、364機関 488ドメインで利用、サーバ証明書発行数 60,328 (2021年2月末現在)
 UPKI電子証明書により、サーバの所有者証明と暗号化通信を実現

 eduroam JP

 世界的無線LAN認証連携であるeduroam
(世界106ヵ国・地域に普及) の日本側とり
まとめをNIIが実施、2017年度から正式に
事業化

 802.1x認証を用いた安全・安心の無線LAN
環境を世界中の学術機関で利用可能に

 国内302機関で利用 (2021年2月末現在)
29



2．国立情報学研究所の事業：電子証明書発行サービス

• 学術スキームに基づく証明書発行サービスを提供（各機関が費用負担）
–364機関 488ドメイン で利用中 （2021年2月末日現在）

– サーバ証明書発行枚数は 60,328枚 （2021年2月末日現在）

364機関

488ドメイン
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2．国立情報学研究所の事業：学術認証フェデレーション「学認」

• シングルサインオン技術の活用により、これまで一つの大学・研究機関の中に閉じていた
認証システムを組織外の多様なサービスと連携 ⇒ 利便性向上と管理コスト削減

• 認証ID提供側とサービス提供側との相互の信頼を担保するためのルールと評価の仕組みに
よる信頼の枠組みの提供 ⇒ セキュリティとプライバシーの確保

大学等の参加数

ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞの参加数

255

184

（2021年2月末日現在）

（2021年2月末日現在）

•認証ID処理の集約
•パスワードはサービスプロバイダに渡らない
•認証処理の高度化も容易

大学等
（ID提供側)

サービスプロバイダ
（SP)①SPアクセス

認証ユーザ

⑥認証結果通知

⑤ID/パスワード入力

学認ディスカバリ
サービス

②リダイレクト

③所属機関選択
④所属機関の認証システムへ接続
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2．国立情報学研究所の事業：学術無線LANローミング「eduroam」

• 教育・研究用の国際学術無線LANローミング基盤サービス「eduroam JP」を
NIIの事業として提供
– 国内では302機関が利用中（2021年2月末日現在）

教育・研究用の学術無線LANローミング基盤
• 欧州TERENA（現GÉANT Association）で開発
• キャンパス無線LAN相互利用のデファクト
• 世界100ヵ国・地域に普及

日本でのサービス名称は「eduroam JP」
• 加入すると訪問先の無線LANが無料で利用可能

（互恵精神に基づく相互利用サービス）
• ESSIDは「eduroam」で世界共通
• IDは「ユーザ名@組織名.jp」

例) user@nii.ac.jp

メリット
• IEEE802.1Xによるセキュアなユーザ認証
• 偽基地局による各種攻撃への対策が可能
• 来訪者用ネットワークの随時構築が不要

国内RADIUS認証プロキシ
(FLR: 国、地域ごとに設置)

B大

AU JP

TLR

A大 C大 D大

AP

ローミング

所属機関

user@D大.jp

訪問先

無線LANアクセスポイント

機関RADIUS認証サーバ

レルム(realm)

レルムに基づく
認証サーバの

探索

大学運用

GÉANT運用

NII運用

RADIUS認証要求

RADIUS認証応答

国際RADIUS認証プロキシ
(TLR: Europe, Asia-Pacific)
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2．国立情報学研究所の事業： NII-SOCS発足の経緯
• サイバーセキュリティ基本法における国立大学への要請(第32条)
 中央省庁に加え、独立行政法人や府省庁と一体となり公的業務を行う特殊法人

等を、内閣サイバーセキュリティセンター(NISC)の制度に基づく監視・監査の
対象に追加する。

→独法は第2 GSOCで監視
 国立大学法人固有の問題

 学生(民間人)の通信が混在
• 学生と教職員でネットワーク論理分割が必須となる

が…非現実的
 学問の自由との兼ね合い
 監視経費は各法人に請求(端末数、流量に比例)

• 研究系独法と比べても桁違いな大学
– 構成員数(端末数)、対外接続帯域

 国立大学法人は自主的な対策強化へ
 セキュリティ監視能力ではなく、インシデント対応能力の向上(5年計画)

「日本再興戦略」改訂2015
2015年6月30日閣議決定

「サイバーセキュリティ戦略」 2018年7月27日閣議決定
学術情報ネットワークを運営する機関は、国立大学及び大学共同利用機関と連携し、サイバー攻
撃を観測・検知・分析するシステムを構築し、情報提供を行うとともに、監視能力の機能維持・
強化及び戦略マネジメント層の育成に向けた共同研究や技術職員への研修を実施する。さらに、
国は、大学等の事案対応体制を強化するため、複数の大学等の事案対応を行うチームにおいてサ
イバー攻撃に関する情報や共通課題、事案対応の知見等を共有するための取組を支援する。
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2．国立情報学研究所の事業： NII-SOCS(ﾆｰｿｯｸｽ)

1. サイバー攻撃検知システムやセキュリティ機関の情報を精査
2. 大学へのサイバー攻撃情報を元に他機関での類似攻撃を調査

1. マルウェア感染機器の持ち込みを検知
2. サイバー攻撃検知システムでは検知できない標的型サイバー攻撃の存在を察知

34

• SINET外との通信を監視を行い、国立大学法人、大学共同利用機関法人向けに攻撃
検知情報を通知。2017/7より運用開始2021/3現在101機関が利用中
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2．国立情報学研究所の事業： NII-SOCSのミッション

1. サイバー攻撃検知システムやセキュリティ機関の情報を精査
2. 大学へのサイバー攻撃情報を元に他機関での類似攻撃を調査

1. マルウェア感染機器の持ち込みを検知
2. サイバー攻撃検知システムでは検知できない標的型サイバー攻撃の存在を察知

観測システム

警報データ
集約 研修

参加機関CSIRT

A大学 B大学

ポータルサイト

NII
解析
＋

チューニング

SINETと商用系の
通信を監視

情報閲覧
共同解析

指導
解析手法

連携

外部セキュリティ機関
(国内・国外)

警報解析
システム等

Paloalto, Cisco, LookingGlass

サイバー攻撃
検知システム
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• 国立大学及び大学共同利用機関と連携し、サイバー攻撃を観測・検知・分析するシステムを構
築し、情報提供を行う&研修を実施することで、我が国全体のセキュリティ能力の向上に寄与



National Institute of Informatics

2．国立情報学研究所の事業： NII-SOCSの分析
• 24時間365日専門家が膨大な情報を分析して、各大学にインシデントに関係する情
報を通知する

• 日々生成される膨大な情報
• 警報の特性に基づく絞り込み

– 外部専門家による分析結果
• McAfee APG

– 脅威インテリジェンスシステム
• ScoutVision, 
• CyberTotal
• Threat Grid

– OSINT情報等との照合
• 通知は任意に選んだ1警報のみ

– 通知されない情報
• 各機関がポータルサイトで確認可能

• 参加機関からのフィードバック
– 自動絞り込みの精度向上に寄与
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2．国立情報学研究所の事業： NII-SOCSの責任分界点

NII NII-SOCS参加機関

1. サイバー攻撃等の監視 ○
監視対象ネットワークに関して、各
機関等とSINET外との通信を巡回
監視

－
NII-SOCS監視対象外、SINET未
使用通信に関しては、大学独自に
監視

2. 攻撃検知情報の提供 ○
メールによる警告通達、ポータルで
各法人等に情報提供

－

3. 事象への対応 － ○
各大学等で対応

3-1. 検知情報に基づく調
査・分析

△
当該機関の求めに応じて通信内容
の調査支援を行う

○
各大学等で対応

3-2. ネットワーク遮断 △
セキュリティ作業部会の指示により
可能な範囲でSINETに依頼

○
各大学等で対応

3-3. 所管省庁等への報告 △
法令等に基づく指示があれば対応

○
各大学等で対応

• インシデント対応等は各大学等で対応を行う。NIIは監視能力の機能維持・強化及び
戦略マネジメント層の育成に向けた研修を実施する。
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1. 国立大学法
人等の情報
セキサイバ
ー攻撃への
対処能力の
高度化
1. SINET５

の実環境
による実
地研修等

2. テクニカル
面よりもマ
ネジメント
面の強化に
重心
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通算の機関数はユニーク数です。

年度 研修内容 開催年月と開催数 参加機関数と

参加人数

NII-SOCSコース①
平成28年度 NII-SOCSの概要説明、Webポータルの操作説明 等 2017年3月 2回 38機関、63名

平成29年度
NII-SOCSの概要説明、Webポータルの操作説明 等 2017年4月 2回 37機関、61名
Webポータルの操作説明及び改修内容、
NII-SOCS検知情報の事例説明 等 2018年1月 2回 13機関、30名

平成30年度 Webポータルの基本操作、サイバー攻撃手法、
警報情報の基本的な分析などの学習 2018年6-8月 4回 41機関、82名

令和元年度 Webポータルの基本操作、サイバー攻撃手法、
演習を含んだインシデント調査方法の学習 2019年6月-8月 6回 32機関、43名

令和２年度 Webポータルの基本操作、サイバー攻撃手法、
演習を含んだインシデント調査方法の学習

2020年9月 7回
(オンライン) 15機関、17名

通算 92機関、296名
NII-SOCSコース②

平成30年度 警報情報の基本的な分析、サイバー攻撃手法、演習を含ん
だインシデント調査方法の学習 2018年10-12月 6回 52機関、90名

通算 52機関、90名
NII-SOCSマネジメント研修

令和元年度 CSIRT・CISO向け、グループディスカッション型
インシデントマネジメント研修 2019年11-12月 2回 31機関、51名

令和２年度 CSIRT・CISO向け、グループディスカッション型
インシデントマネジメント研修 2019年12月 1回 20機関、28名

通算 42機関、79名

2．国立情報学研究所の事業：研修の実施状況
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２．国立情報学研究所の事業

◆ 事業の全体像
◆ 学術情報ネットワーク事業

・SINET
・クラウド
・認証
・セキュリティ

（◆ 学術コンテンツ事業→３学術情報流通の推進）
◆ 大学との連携

39
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2．国立情報学研究所の事業：運営・連携体制（大学との連携）

学術情報ネットワーク運営・連携本部

本部委員の所属（令和３年度）
北海道大学、東北大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学、金沢大学、
名古屋大学、京都大学、大阪大学、広島大学、九州大学、高エネルギー加
速器研究機構、国立天文台、核融合科学研究所、理化学研究所

様々な研究分野の委員で構成される「学術情報ネットワーク運営・連携本部」等で合意
を得ながらSINETの高度化計画を策定

所長直下の各技術分野の研究開発センターで最先端の基盤機能を開発
所長直下の学術基盤推進部で構築・運用を行い、各推進室・支援室で利用者支援を実施

研究開発・事業推進体制

（漆谷）
（相澤）
（合田）
（高倉）
（山地）

40

オープンサイエンス研究
データ基盤作業部会
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2．国立情報学研究所の事業：大学図書館との連携の枠組み

「大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 国立情報学研究所と国
公私立大学図書館協力委員会との間における連携・協力の推進に関する
協定書」締結（2010（平成22）年10月13日、2016（平成28）年2月
23 日改訂）
（目的）
1. 「我が国の大学等の教育研究機関において不可欠な学術情報の確保

と発信の一層の強化を図る」
（連携・協力の推進）

1. バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保障体制の
整備

2. 機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築
3. 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
4. 学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成
5. 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進
6. その他本目的を達成するために必要な事項

（組織）
国公私立大学図書館協力委員会とNIIの間に、「大学図書館と国立情報

学研究所との連携・協力推進会議」を設置 41
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国公私立大学図書館協力委員会

役割：
協定書
(1),(4),(5)

大学図書館と国立情報学研究所との
連携・協力推進会議

NII

大学図書館コンソーシアム連合
（JUSTICE）

役割：
協定書
(2),(4),(5)

交渉
作業部会

広報
作業部会

調査
作業部会

オープンアクセスリポジトリ
推進協会（JPCOAR）

役割：
協定書
(3),(4),(5)

これからの学術情報システム
構築検討委員会

システムモデ
ル検討作業部

会

協定書
(1) バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の整備
(2) 機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築
(3) 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
(4) 学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成
(5) 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進

システム
ワークフロー
検討作業部

会

助言/報告

運営委員会

2．国立情報学研究所の事業：大学図書館との連携・協力体制

2019（R1)年度～

SPARC Japan
セミナー企画WG

学術情報流通推進委員会
（SPARC Japan）
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2．国立情報学研究所の事業：大学との連携（教育研修事業）

大学図書館との更なる連携協力
により推進

区分 対象 目的

講習会 本研究所の目録所
在情報サービスの
業務担当者

NACSIS-CAT/ILL
の内容や操作・運
用方法等の修得

専門
研修

大学等における学
術研究活動支援に
携わる者

学術コンテンツ、
情報通信等の最
新動向の認知、必
要となる専門知識
や技術の修得

総合
研修

大学等において、図
書館、電子計算機
およびネットワーク
等の業務に専任的
に従事する者

高度の学術情報シ
ステム環境に対応
しうる知識等の修
得
（実務研修を含む）

国立情報学研究所 講習会・研修体系図

講習会 専門研修 総合研修

目録システム書誌
作成研修

目録システム入門
講習会

大学図書館員のた
めのIT総合研修

情報処理技術
セミナー

システム運用管理者向け

図
書
館
職
員
向
け

大学図書館職員
短期研修

 教育研修事業の概要

他機関との共催

NACSIS-CAT/ILL
セルフラーニング

教材

国立情報学研究所
実務研修
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「 2．国立情報学研究所の事業」のまとめ

国立情報学研究所の事業は、「ネットワーク」
と「コンテンツ」の2枚看板！ どちらも大学と
連携・協力しながら進めているんです！！
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3． コンテンツ：学術情報流通の推進

◆ 学術情報の公開・発信（学術コンテンツ事業）
◆ 目録所在情報サービス（NACSIS-CAT/ILLほか）
◆ 学術情報ナビゲータ（データ検索基盤：CiNii）
◆ 機関リポジトリ（データ公開基盤： JAIRO Cloud）
◆ アーカイブの強化（NII-REOほか）

45
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年 月 事 項
昭和60年（1985）4月 目録所在情報サービス（NACSIS-CAT）提供開始
昭和61年（1986）4月 教育研修事業（目録システム講習会等）開始
昭和62年（1987）4月 NACSIS-IR（データベースサービス）提供開始
平成4年（1992）4月 NACSIS-ILLシステム提供開始
平成9年（1997）4月 NACSIS-ELS（電子図書館サービス）提供開始
平成10年（1998）4月 Webcat（総合目録データベースWWW検索サービス）提供開始

平成13年（2003） 国際学術情報流通基盤整備事業（SPARC Japan）開始、NII-REO
（電子ジャーナルリポジトリ）・研究紀要ポータル提供開始

平成17年（2005）4月 NII学術コンテンツ・ポータルGeNii提供開始（CiNii，KAKEN，
NII-DBR）

平成21年（2009）4月 JAIRO（学術機関リポジトリポータル）提供開始
平成22年（2010）10月 国公私立大学図書館協力委員会と国立情報学研究所との間における

連携・協力の推進に関する協定締結
平成23年（2011）4月 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）発足
平成23年（2011）11月 CiNii Books提供開始
平成24年（2012）4月 JAIRO Cloud（共用リポジトリサービス）提供開始
平成27年（2015）10月 CiNii Dissertations提供開始
平成28年（2016）7月 オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）発足

3. 学術情報流通の推進：学術コンテンツ事業の沿革
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NII-REO

I学術機関
リポジトリ

大学・学術機関

図書・雑誌情報 研究情報

818機関

J-Stage
(JST) NDL 

他機関のDBサービス

論文情報

大学
図書館等
大学

図書館等 1,336機関

JSPS MEXT

論文情報の
メタデータ・
リンク情報
2,252万件

CiNii
Articles

機関リポジトリ搭載
の学術情報の

メタデータ・リンク情報
331万件

学術出版社

学協会学協会
学協会

科学研究費助成事業の
研究課題・成果情報

94万件

収集

アーカイブ

電子化

収集

機関発信情報

NACSIS
-CAT

OUP
Springer

＊データ件数は2021（令和3）年3月末現在

海外電子ジャーナル
等の本文情報

412万件
人社系電子コレ

クション 66万件

共用
リポジトリ

CiNii
Books

図書・雑誌の書誌・所在情報
書誌1,301万件
所蔵1.47億件

KAKENCiNii
Dissertations

博士論文の
メタデータ・
リンク情報

67万件

データ統合

論文情報

IRDB

3. 学術情報流通の推進：学術コンテンツ事業の現状
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3. 学術情報流通の推進： ISMSの推進：ISO/IEC 27001認証

48

 学術基盤推進部学術コンテンツ課は、ISMS (Information Security Management 
System:情報セキュリティマネジメントシステム) に関する国際的なセキュリティ
規格 (ISO/IEC 27001:2013 / JIS Q 27001:2014) の認証を取得した（2021年
3月26日付け)。

 ISMSとは、組織における情報資産のセキュリティを管理する
ための仕組み。情報セキュリティ活動のPDCAサイクルを回し
続けることで効果的に事業を推進、維持、継続的に改善。

 適用範囲は、以下のとおり。
（１）「学術情報公開・共有に関する業務」

（２）「利用機関向けサービスの開発・運用・保守」
PDCAサイクルに
よる継続的改善

Action:改善
対象・方針・目標の

見直し

Check:評価
監査・評価・レビュー

の実施

Do:運用
計画の実施

教育・訓練の実施

Plan:計画
対象・方針・目標の設定

リスクの特定・分析・評価
の実施
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 NACSIS-CAT（1985～）
 国内の大学図書館等が所蔵する図書・雑誌情報を共同構築
 オンライン共同分担入力方式による目録システム
 参加機関： 1,336機関
 所蔵登録データ：図書：1億4,191万件（約8,000件増／1日） 雑誌：463万件

 NACSIS-ILL（1992～）
 目録システムで構築された総合目録データベースを活用した相互利用システム
 参加機関： 1,107機関
 複写：40万件，貸借：7万件

NACSIS-CAT/ILL:目録所在情報サービス3. 学術情報流通の推進：目録所在情報サービス（NACSIS-CAT／ILL）

紙と電子の学術情報をシームレスに管理できる環境構築が課題
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3. 学術情報流通の推進：目録所在情報サービス：CAT2020

50

国立情報学研究所では、
「大学図書館と国立情報学研究所との連携・
協力推進会議これからの学術情報システム構
築検討委員会」において、2018年10月19日
付けで承認された「NACSIS-CAT/ILLの軽
量化・合理化について（最終まとめ）」 を受
けて、2020年8月3日、NACSIS-CAT/ILLの
軽量化・合理化を行いました。（CAT2020）

■CAT2020運用開始（2020.8）
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出典：NACSIS-CAT/ILLの再構築について（最終まとめ）

3. 学術情報流通の推進： CAT2020（主な変更点）
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3. 学術情報流通の推進： CAT2020マニュアル類の改訂

52

『目録情報の基準 第5版』
http://catdoc.nii.ac.jp/MAN/KIJUN/kijun5.html

『コーディング・マニュアル』（CAT2020対応版）
http://catdoc.nii.ac.jp/MAN2/CM/mokuji.html

『目録システム利用マニュアル第7版』（2020年8月3日修正）
http://catdoc.nii.ac.jp/MAN/CAT7/mokuji.html

『CAT2020クライアントのためのガイドライン』
https://www.nii.ac.jp/CAT-ILL/about/system/guideline/guideline-
cat2020.html

http://catdoc.nii.ac.jp/MAN/KIJUN/kijun5.html
http://catdoc.nii.ac.jp/MAN2/CM/mokuji.html
http://catdoc.nii.ac.jp/MAN/CAT7/mokuji.html
https://www.nii.ac.jp/CAT-ILL/about/system/guideline/guideline-cat2020.html
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3. 学術情報流通の推進：ERDB-JP

 大学図書館、出版社、ナレッジベースベンダー等がパートナーとなって
メンテナンスを行う、日本で刊行された電子リソースのデータ共有サー
ビス

 現在100機関以上のパートナーによって、約20,000件の電子リソースの
データが管理され、CC0 1.0 Universalのオープンなライセンスで公開

 登録されたデータは年間数万回以上ダウンロードされ、CiNii Booksや
商用ナレッジベース等を通じて、世界の検索サービスで活用
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3. 学術情報流通の推進： システムの関係図

54

NACSIS-
CAT

A大学
図書館シス

テム

B大学
図書館シス

テム

C大学
図書館シス

テム

ERDB-JP

グローバルな
ナレッジベース

ディスカバリー
サービス
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3. 学術情報流通の推進：次期目録所在情報サービス

55

2021年6月上旬 プレスリリース
NII ウェブサイトに掲載予定

要点
 「これからの学術情報システム構築検討委員会」が取

りまとめた『これからの学術情報システムの在り方に
ついて（2019）』を指針として再構築

 NACSIS-CAT/ILLの基盤システムは、アメリカを本拠
地とするOCLC社のCBS（Controlled Bibliographic 
Service）、電子リソース管理サービスでは、Ex Libris
社のAlmaを利用

 「電子リソース管理サービス」は2022年春、
「新NACSIS-CAT/ILLシステム」は2023年冬

の稼働開始を目指す
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3. 学術情報流通の推進：次期目録所在情報サービス

56

202３年冬 2022年春

共同利用システム
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3. 学術情報流通の推進：次期目録所在情報サービス

57

【検討方針】
■現在の図書館システムの変更は伴わない

 現行の図書館システムとの接続方法はそのまま継続
 現行のNACSIS-CATのデータ，機能はそのまま利用
可能

 現行のNACSIS-ILLの機能がそのまま利用可能
 CAT2020で追加された機能はそのまま踏襲

※ そうはいっても、多少の変更点（プリフィクスの変更など）は生
じる可能性があります。変更点については、説明会や、技術資料で
適宜お知らせします。
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3. 学術情報流通の推進：次期目録所在情報サービス

58

【スケジュール】

2021年7月初旬 方針・変更点説明資料（案）公開
2021年7月8日 NIIオープンフォーラム

（これから委員会トラック）
https://www.nii.ac.jp/service/openforum/

2021年秋～冬 ベンダー向け説明会
2022年春 電子リソース管理サービス開始

新NACSIS-CAT/ILL検証環境公開
2022年夏 参加館向け説明会
2022年秋 技術資料・マニュアル案公開
2023年冬 新NACSIS-CAT/ILLサービス開始

https://www.nii.ac.jp/service/openforum/
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3. 学術情報流通の推進：学術情報ナビゲータ
（データ検索基盤：CiNii）

CiNii Articles （2005（平成17）年～）

CiNii Books （2011（平成23）年～）

•日本の学術論文を中心とした論文情報を提供するサービス

• 膨大な論文情報の中から簡単に目的の論文を検索、学協会誌や研究紀
要の論文本文の閲覧やリンクにより他サイトの本文も参照可能

• 主な収録データベース：学協会刊行物（国立情報学研究所）、雑誌記事
索引データベース（国立国会図書館）、J-STAGE（科学技術振興機構）、
機関リポジトリ（各大学等）

•日本の大学図書館等が所蔵する本（図書・雑誌）の情報を検索

• 総合目録ＤＢのデータに一部、内容説明・目次・書影を付加して提供

学術コミュニティ・社会

NII内外／国内外各種データベース

機関リポジトリ、J-STAGE等の論
文データを同定・統合して提供

NACSIS-CAT（大学図書館の所
蔵する本）のデータを提供

CiNii Dissertations （2015（平成27）年～）

• CiNii に博士論文検索のメニューを追加

• オンライン公開義務化への対応

• タイトル、著者名、学位授与大学名、取得学位名等
で検索可

• 本文へのリンクあり

博士論文(機関リポジトリ、国立国
会図書館）のデータを提供
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UI
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連携

3. 学術情報流通の推進：データ検索基盤： CiNiiの現況

詳細表示 2,009万回

検索回数 735万回2020年度
月間平均

2020年度
月間平均

収録件数
（万件）

検索回数
（万回）

2011.11
Books 公開

2015.6
Dissertations

公開

※ CiNii Articles，Books，Dissertations の合計値（APIを除く） 60



3. 学術情報流通の推進：データ検索基盤 CiNii 利用状況

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

Monthly page views (2016)

by human visitors

by API

7千万

6千万

4千万

3千万

2千万

1千万

ページビュー（2020）

人による閲覧

機械による閲覧

Human

API

検索 735万回月間
平均 詳細表示 2，009万回月間

平均

5千万

※ CiNii Articles，Books，Dissertations の合計値（APIを含む）

年間 6億
ページビュー
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3. 学術情報流通の推進：データ検索基盤
：CiNii Research

63

1. 研究データと密接に関係する学術論文や本、博士論文、研究プロジェクトの検索

機能と一体化して横断検索を提供

2. 横断検索で関係する情報へのイージーアクセスを実現

3. 研究データと関連情報を「つなぐ」ための統合ナレッジベースを整備

4. 関連情報にワンステップで到達し、芋づる式に取得できるディープサーチを実現

■ 2021年4月1日～本運用開始

2021年度末に、CiNii Articlesを統合予定
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3. 学術情報流通の推進：研究課題統合検索
（GRANTS）

64

1. KAKENとJSTプロジェクトデータベースの研究課題を統合的に検索できるサービス

2. 今後、段階的に参画するファンディングエージェンシーが拡充される予定

3. 国立情報学研究所がシステムの開発と運用を行い、JSTが運営

■ 2021年6月30日公開



National Institute of Informatics

 機関リポジトリ（Institutional Repository）は、大学及び研究機関で生産された電子的な知的生産物を保存し、原則的
に無償で発信するためのインターネット上の保存書庫

・大学の研究教育成果の積極的な情報発信
・社会に対する大学の研究教育活動の説明責任の保証
・大学で生み出された知的生産物の長期保存
・商業出版社が独占する現行の学術出版システムに対する代替システム

 国立情報学研究所では、2005（平成17）年度から大学等の機関リポジトリの構築と連携を推進し、機関リポジトリは着
実に増加。

 2012（平成24）年度からはJAIRO Cloud（共用リポジトリ）を運用。
 2016（平成28）年7月からは、JAIRO Cloudは、オープンアクセスリポジトリ推進協会との共同運用に移行。

C大学 機関リポジトリ

B大学 機関リポジトリ

A大学 機関リポジトリ

研究者等
登録

登録

大学の研究成果を収集・保存し，
情報発信

登録 雑誌論文
紀要論文
博士論文
等々

学術機関リポジトリ
データベース

メタデータ
自動収集

NIIの役割
• 大学との連携による機関リポ

ジトリ構築の推進
• 研究成果のオープンアクセス

推進
• メタデータ標準整備
• 自動収集による学術情報流通

の促進・発信力の強化
• コンテンツの横断検索提供
• 機関リポジトリシステムの構

築支援
• 機関リポジトリソフトウェア

WEKOの開発と提供
• 人材育成

 登録コンテンツ件数：約297万件
（うち本文あり：約225万件）

 登録機関リポジトリ数：703機関

日本の機関リポジトリに蓄積された
学術情報を一括検索，本体へリンク

3. 学術情報流通の推進：学術機関リポジトリ

平成24年度からはJAIROCloud
（共用リポジトリ）を提供
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IRDB
Insititutional Repositories DataBase

http://mitizane.ll.chiba-u.jp/information/
http://eprints.lib.hokudai.ac.jp/index.en.jsp
http://dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/index.jsp
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3. 学術情報流通の推進：機関リポジトリ（データ公開基盤：JAIRO Cloud）

日本の機関リポジトリ構築数
独自構築とJAIRO Cloud利用機関

機関リポジトリ登録データ数
（本文あり）の推移

日本の機関リポジトリ構築数の推移

収録コンテンツ数
学術雑誌論文 約34万件
学位論文 約15万件
紀要論文 約130万件
その他 約71万件
計 約250万件

（2021年3月末時点）

機関リポジトリ構築数
国立大学 86
公立大学 81
私立大学 454
その他 197
合計 818

（2021年3月末時点）

機関が
JAIRO Cloudを利用
642千件

機関リポジトリ（研究成果を収集・保存・発信する器）のクラウドサービス
JAIRO Cloudを提供

• 大学でのシステム運用負荷の軽減により、機関リポジトリ数が拡大
• 必要な機能を備えたシステムをクラウド上で提供することで全体を効率化
• 学術情報のオープンアクセスを推進
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3. 学術情報流通の推進：JAIRO Cloud（WEKO3）への移行

令和2年度に、「次期JAIRO Cloud（WEKO3）βテスト」
と「次期JAIRO Cloud（WEKO3）第⼆次βテスト」を実
施いたしましたが、想定以上の不具合が発生したことに
より、移行スケジュールの再三の変更を行いました。

参加機関の皆様には、ご迷惑をおかけすることになりま
したこと、深くお詫び申し上げます。

（お詫び）
次期JAIRO Cloud移行βテスト日程の再三に渡る
変更について
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（２０２１） 6月 7月 8月 9月 10月

グループ
A

グループ
B

グループ
C

3. 学術情報流通の推進：次期JAIRO Cloud移行日程

■データ移行
■NII確認期間
■利用機関確認期間
■切替期間
■2019年以前の統計

データ移行

★6/1 WEKO2更新停止
★6/2 IRDBハーベスト停止

★8/6 サービス提供

★7/6 WEKO2更新停止

★8/24 WEKO2更新停止

★7/7 IRDBハーベスト停止

★8/25 IRDBハーベスト停止

★9/17 サービス提供

★10/22 サービス提供

★8/6 IRDBハーベスト再開

★9/17 IRDBハーベスト再開

★10/22 IRDBハーベスト再開
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3. 学術情報流通の推進：次期JAIRO Cloud移行日程

グループA グループB グループC 

WEKO2更新停止 6/1(火) 7/6(火) 8/24(火) 

IRDBハーベスト停止 6/2(水) 7/7(水) 8/25(水) 

データ移行
6/3(木)〜
6/28(月) 

7/8(木)〜
8/18(水) 

8/26(木)〜
9/16(木) 

NII確認期間
6/29(火)〜
7/12(月) 

8/19(木)〜
8/24(火) 

9/17(金)〜
9/24(金) 

利用機関確認期間*1 7/13(火)〜
7/30(金) 

8/25(水)〜
9/10(金) 

9/27(月)〜
10/15(金) 

切替期間*2 8/2(月)〜8/5(木) 9/13(月)〜
9/16(木) 

10/18(月)〜
10/21(木) 

サービス提供*3 8/6(金) 9/17(金) 10/22(金) 

IRDBハーベスト再開 8/6(金) 9/17(金) 10/22(金)

2019年以前の統計データ移行 8/5(木)〜 9/16(木)〜 10/21(木)〜
*1 NII WEKO3

*2 NII WEKO2 WEKO3 WEKO2
WEKO3 WEKO3

*3 NII WEKO3 WEKO3
JAIRO Cloud

： から各利用機関に 環境（非公開状態）を提供し、利用機関でデータ移行状態の確認・調整をしていただきます。コンテンツ登録
も可能ですが一般公開はされません。

： で各利用機関について 環境から 環境への切替を行います。 環境は非公開状態（利用機関からも利用不可）に、
環境は公開状態になります。切替期間中は 環境へのログインを伴う操作は不可となります。

： から各利用機関に 環境（公開状態）を提供し、利用機関で 環境が利用可能（ログインを伴う操作も含めて）になります。
以降は、移行開始前と同様に をご利用いただけます。

69



National Institute of Informatics

3. 学術情報流通の推進：アーカイブの強化

70

 JUSTICEとの連携による電子ジャーナル等の確保と恒久的な
アクセス保障体制の整備
 NII-REO アーカイブの強化（2003（平成15）年～）

• セーフティネットとしての電子ジャーナルバックファイルの拡充

• 人文社会科学系電子コレクションの共同整備

• 共同購入により、図書館は応分の負担で経済的にコンテンツを導入

• EJバックファイル、人社系コレクション（HPCC：英国議会資料データベース、MoMW（

Making of Modern World：ゴールドスミス・クレス文庫所蔵社会科学系学術図書データベ

ース）、 MoMW-Ⅱ・Ⅲ、ECCO（18世紀英国・英語圏文献集成）EEBO（初期英語書籍集

成データベース）を提供中。

• SpringerのEJバックファイル（創刊号～1999年）、OUPのEJバックファイル（創刊号～

2003年）に続いて、Taylor & Francis Online Journals Classic Archives（理工学系コレク

ション3分野）のEJバックファイル（創刊号～1996年）についても、国内すべての大学等でア

クセスできる環境を構築。

 CLOCKSSとの連携協力（2010（平成22）年～）
• 世界中の大学図書館及び学術出版社の共同運営によるダークアーカイブプロジェクト

• 国際的・地理的に分散した12機関がアーカイブノード（保存庫）として、電子ジャーナルの長

期保存を担う（NII：日本のノードを担当）

• 出版社サイトでアクセスできなくなった場合、オープンアクセスで公開：64誌公開中

• 日本の大学図書館向け特別提案に関する協定締結により、年会費の大幅ディスカウント＝

1機関185ドル
• 日本の参加大学：101機関（2021/5現在 国立：54、公立：8、私立：37、その他：2）
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「 3．学術情報流通の推進」のまとめ

「コンテンツ」の元祖は、NACSIS-CAT/ILL、
そしてJAIROCloudも重要な役割を担いつつ
あります。
長年の伝統を守りながら、常にアップデート
を続けて学術情報の流通を支えています！
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4．オープンサイエンスの推進

◆ オープンアクセスリポジトリ推進協会
◆ 学術情報流通推進委員会
◆ オープンサイエンスの推進

（SPARC Japan,SCOAP3ほか）
◆ コンテンツ流通の推進（JaLC DOIの登録）
◆ オープンサイエンス推進のための研究データ基盤
◆ 人材育成
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4．オープンサイエンスの推進
：オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）

研究デー
タ作業部

会

コミュニ
ティ強化・

支援
作業部会

コンテンツ
流通促進
作業部会

オープンアクセスリポジトリ推進
協会（JPCOAR）（H28～）

事務局
（NII内）

運営委員会
（H29～）

会長（立教大） 監事（電通）

監事（奈良県大）総会

選
出

メンバー参加

参加機関

『JPCOARオープンアクセスリポジトリ戦略 2019～
2021年度 』を策定
機関リポジトリをめぐる国内外の状況を踏まえ、国内外
の関係する団体、コミュニティと連携し、リポジトリに
よる知の発信システムを構築し、オープンアクセスのよ
り一層の推進を目指すことをビジョンとし、次の5つの
戦略を掲げている。
1. オープンサイエンスの推進に寄与するため、研究

データの公開、流通に関する先導的な取組みを行う。
2. オープンアクセスを推進する学術情報流通の基盤を

整備し、コンテンツの流通、活用を促進する。
3. オープンアクセスリポジトリを支えるコミュニティ

としての機能を強化する。
4. オープンアクセス、オープンサイエンスの推進に対

応できる人材育成を行う。
5. 協会の活動基盤を強化し、JPCOARのブランド力を

高める。

2021年1月1日現在

人材育成
作業部会

種 別 機 関 数 JC利用機関
国立大学 79 56
公立大学 68 64
私立大学 410 391
大学共同利用機関 12 11
短期大学 43 42
高等専門学校 6 6
その他（研究機関
等） 41 34

合計 659 604
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国公私立大学図書館協力委員会

役割：
協定書
(1),(4),(5)

大学図書館と国立情報学研究所との
連携・協力推進会議

NII

大学図書館コンソーシアム連合
（JUSTICE）

役割：
協定書
(2),(4),(5)

交渉
作業部会

広報
作業部会

調査
作業部会

オープンアクセスリポジトリ
推進協会（JPCOAR）

役割：
協定書
(3),(4),(5)

これからの学術情報システム
構築検討委員会

システムモデ
ル検討作業部

会

協定書
(1) バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の整備
(2) 機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築
(3) 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
(4) 学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成
(5) 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進

システム
ワークフロー
検討作業部

会

助言/報告

運営委員会

4．オープンサイエンスの推進：大学図書館との連携・協力体制

2019（R1)年度～

SPARC Japan
セミナー企画WG

学術情報流通推進委員会
（SPARC Japan）
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4．オープンサイエンスの推進：オープンアクセスの推進対応

75

 学術情報流通推進委員会（SPARC Japan）
 国際学術情報流通基盤整備事業（2003（平成15）～2018（平成30）年度）

ステークホルダー間の連絡調整を行い、学術情報流通基盤整備を推進
オープンアクセス、オープンサイエンスを推進するために、国内外の学術

情報流通の動向や実態の把握に努め、それらに基づいた学術情報の公開や
利活用に係る戦略の検討と調整、アドボカシー活動等を、学術コミュニテ
ィ等を中心としたステークホルダーの参画や連携のもとに行う

SPARC Japanセミナーの実施
• 学術情報流通に関する最新の動向を紹介
• 2020（令和2）年度は3回実施。延べ780名参加。

国際連携の強化（国際的なオープンアクセスプロジェクトへの参画）
• SCOAP3 支援（2014（平成26）年～）

• 大学図書館とのタスクフォースを組み、国内参加機関（81機関）とりまとめ
• 2014（H26）.1 フェーズ１開始
• 2017（H29）.1 フェーズ２開始
• 2018（H30）.1 アメリカ物理学会参加
• 2020（R2) .1 フェーズ3開始

（フェーズ3の延長について協議中）
• arXiv.org 支援（2014（平成26）年～）

• 大学図書館、関連機関の協力により、国内参加機関（16機関）とりまとめ
• 2014（H26） 一括とりまとめによるディスカウント開始

高エネルギー物理学分野の査読付き
ジャーナル論文のオープンアクセス化
を目的とした国際連携プロジェクト
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4．オープンサイエンスの推進：コンテンツ流通の推進：JaLC DOI登録

JaLC DOI付
メタデータを
ハーベスト

（標準：週一） DOI
Prefix/
Suffix

JaLC DOI
付メタデー
タをハーベ

スト

大学（準会員） NII（正会員） JaLC

各機関は割り当て
られたprefixで
DOI登録

機関リポジトリと、
JaLCとのデータ受け
渡しを仲介

IRDB
(JAIRO)

JaLC

DOI
Prefix/
Suffix

DOI
Prefix/
Suffix

 DOI（Digital Object Identifier）
 コンテンツの電子データに登録される国際的な識別子
 コンテンツの所在情報（URL）に変換され、恒久的にデジタル資料を一意に示す

 DOI登録
 日本では、ジャパンリンクセンター(JaLC)*によりDOIが付与される

※ 国立情報学研究所（NII）、科学技術振興機構（JST）、物質・材料研究機構（NIMS）、国
立国会図書館（NDL）による共同運営

 IRDBハーベスト対象の機関は、準会員となることで無料でJaLC DOIを登録可能
 「IRDBデータ提供機関のためのDOI管理・メタデータ入力ガイドライン」策定・公開
 研究データへのDOI登録実験プロジェクトを実施（2014（H26）年10月～2015（H27）年9月）
 DataCite DOI登録開始（2021/6）※JAIRO Cloudの利用者はWEKO3移行後（アナウンス予定）

IR

DOI登録のメリット
世界で流通する識別子

の付与
永続的なURLが与えら

れ、アクセシビリティ
が向上

引用、検索、リンク等
に利用可能

統計や文献同定等、コ
ンテンツ単位での管理
が容易
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オープンサイエンスの潮流と「研究データ」

論文出版数に対する同年の撤回通知数の割合 Elsevierのデータジャーナル累積論文数

1

研究データの管理・公開が不可欠！

研究公正への対応
研究成果の信頼性確保

研究成果の再利用
研究の発展・加速化

Elsevier出版学術誌の
データ共有ポリシー率 （n=2779件、2021年5月）

0

5000

10000

15000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
Nuclear Data Sheets Genomics Data
Data in Brief Chemical Data Collections

0.00%
0.01%
0.02%
0.03%
0.04%
0.05%
0.06%
0.07%

Retraction Watchおよび
Scimago Journal & Country Rankの
情報より計算

データ,画像に関する撤回理由のみ
2020年のデータより

（2021年5月時点）

データも論文
並みに重要に！

（データジャーナル：データとその解説を成果とする論文）

0 20 40 60 80 100
必須3% 推奨61% 不明36%

%



© 2020 National Institute of Informatics 78

4. オープンサイエンスの推進：
令和3年4月27日 統合イノベーション戦略推進会議
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統合イノベーション戦略2019 令和元年６月21日 閣議決定https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html

79

2019（令和元）年6月21日閣議決定
http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html
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4. オープンサイエンスの推進：研究データ管理に関する方針

 2018年6月 内閣府 「国立研究開発法人における
データポリシー策定のためのガイドライン」

 2019年3月 内閣府「 研究データリポジトリ整備
・運用ガイドライン」

 2019年５月 大学ICT推進協議会「学術機関にお
ける研究データ管理に関する提言」
高等教育機関における研究データに関する複数の視点

を提供。機関の責任として複数の部署が連携して、研
究データを適切に管理し、機関リポジトリを通じて利
活用に供する。

 2021年7月 大学ICT推進協議会「学術機関におけ
る研究データ管理に関するガイドライン」 80
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4. オープンサイエンスの推進：研究データ基盤

• 機関リポジトリ＋分野別リポジトリやデー
タリポジトリとも連携

• 研究者や所属機関、研究プロジェクトの情
報とも関連付けた知識ベースを形成

• 研究者による発見のプロセスをサポート

長期保存対応ストレージ領域

Cold
Storage

Cold
Storage

Cold
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

データ公開基盤

メタデータ集約・管理
知識ベースの構築

成果論文 研究データ

機関向け研究データ管理公開・蓄積管理・保存

検索・利用

非公開 共有 公開

• データ管理基盤における簡便な操作で研究
成果の公開が可能

• 図書館員やデータキュレータによる、メタ
データや公開レベル統計情報などの管理機
能の提供

• データ収集装置や解析用計算機とも連携
• 研究遂行中の研究データなどを共同研究者

間やラボ内で共有・管理
• 組織が提供するストレージに接続した利用

が可能

分野別
リポジトリ

海外の
研究データ
公開基盤

DOI ORCIDデータ検索基盤

by

直結

アクセスコントロール

実験データ
収集装置

解析用
計算機

データ管理基盤

次期

2017 2018 2019 2020 2021

開発
実証
実験

運用

◆事業計画

81

NII Research Data Cloud（NII RDC）
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4. オープンサイエンスの推進： 研究データライフサイクル

データ公開基盤

データ検索基盤

データ管理基盤

オープンサイエンスの推進のために
３つの基盤で研究データのライフサイクルをサポート

82



オープンサイエンス推進のための研究データ基盤

検
索
す
る

知のつながりによる研究データの発見

検索基盤（CiNii Research）は、公開基盤や他のデータベースで公開された研究データとその関連情報を、 横断

的に検索するための次世代検索サービスです。研究データから得られた成果である学術論文や図書、そ れらの成

果を生み出した研究者や研究プロジェクトなどの関係を表現する、大規模学術知識グラフの構築をコア機能として備

えています。知識グラフをよりリッチにすることで、研究者のニーズに合わせた多彩な情報探索空間を提供することが

できます。CiNii Research は、研究活動に不可欠となる研究データや文献の発見 だけではなく、新たな研究テーマ

の着想や実施をサポートするサービスへと進化します。

CiNii Research では、研究活動を表現する多様な

メタデータを集約します。その対象としては、 CiNii や

KAKEN といった学術情報サービスに加 え、WEKO3

をはじめとする大学等の機関リポジ トリ、JaLC や

ORCID といった永続的識別子の データベース、分

野毎の研究データベースなど があります。集約したメ

タデータから論文や研究 データ、研究者、研究プロジ

ェクトの関係を抽出 して知識グラフを構築します。ある

論文で使われ た研究データを探したい場合にも、シ

ンプルな ユーザインターフェースから、必要な情報を

的確 に得ることができます。

研究データ管理

検索サービス

外部検索
サービス

知識グラフ構築

関 係 性 抽 出

永続的識別子 DB

分野別 DB

メタデータ集約学術情報サービス

機関リポジトリ

公
開
す
る

世界に向けた研究データの発信

公開基盤（WEKO3）は、研究者が公開すると判断した研究データや研究論文などの研究成果を公開するた めの

次世代リポジトリシステムです。管理基盤と連携することで、簡単な操作により研究者自身で研究成果 を公開でき、

オープンサイエンスの世界に参加することができます。論文の書誌情報や研究データの説明 に関わるメタデータ

項目の設定機能、カスタマイズ可能なワークフロー機能、永続的識別子の付与機能な ど、リポジトリの運用におい

て必要とされる機能を備えています。WEKO3 は、機関リポジトリのクラウドサー ビス JAIRO Cloud を通して、最先端の

リポジトリ機能を国内の大学や研究機関に提供します。

WEKO3 では、研究データ・研究論文等の研究 成

果を公開するために、機関や研究分野の特性に対

応した研究成果の保存・管理・公開を実現します。

論文や紀要だけではなく、研究データなどにも DOI

を付与することができます。バージョン管理機能によ

り、アップデートされるコン テンツにも適切なアクセス

手段を提供します。強化したワークフロー機能は、機

関ごとの異なる 運用方針や学内システム連携へ

の柔軟な対応 を可能にします。コレクション機能を

活用して、 学内の複数のリポジトリやデータベースを

、1 つ にまとめて運用することも簡単にできます。

コンテンツメタデータ

研究成果公開

ワークフロー

メタデータ管理

研究論文研究データ

管
理
す
る

公正かつ柔軟な研究データの管理

管理基盤（GakuNin RDM）は、個人の研究者が研究プロジェクトにおいて、研究データや論文ファイルを簡 便に管

理、共有できるクラウドサービスです。ファイルのプレビュー機能やバージョン管理、メンバー内での アクセス制御、デス

クトップとの同期機能などを基本機能として備えます。研究でよく利用される外部ツール との連携や、研究公正への

対応としての研究証跡を記録する機能など、日々の研究データ管理に必要とされ る機能を順次拡充しています。組

織が提供するストレージと接続して利用することで、各大学におけるデー タポリシーやセキュリティポリシーに沿った

研究データの管理が、負担なく実現できます。

GakuNin RDMでは、研究者が日々の研究活動で

検索する先行研究の論文や関連する研究データ

、自身の研究の実験装置、センサーや計算機な どか

ら観測・生成される研究データをサービス が集約し

、一元的に管理できます。全ての研究 データの入

出力や操作をログとして記録し、研究証跡を保全す

ることで研究不正を防止します。また、研究データ

のバージョン管理機能や多彩 なプレビュー機能は、

共同研究でのデータ共有に有効です。データ解析ソ

フトウェアなどの外部 サービスと連携して利用すること

で、実験と理論 の研究者が協働の場としても活用で

きます。研究証跡保全

研究データ管理

研究不正防止

管理計画支援

デ ー タ 共 有デ ー タ 解 析

デ ー タ 集 約

デスクトップ実験装置
検索サービス

バージョン管理

利用状況統計

コレクション
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4. オープンサイエンスの推進：NII Research Data Cloud
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研究プロジェクト単位で
ファイルなどを管理

学認と連携しVO(仮想組織)
メンバーでファイルを共有

豊富なアドオンで必要な
クラウドストレージを接続

4. オープンサイエンスの推進：データ管理基盤：GakuNin RDM

84

■ GakuNin RDM 2021年2月15日に本運用のサービス提供開始
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4. オープンサイエンスの推進データ管理基盤：GakuNin RDMの普及

・ムーンショット型研究開発プロジェクトでも利用開始
・私立やNPOも参加、大学の規模も多様化

北海道 北海道大学、北見工業大学、帯広畜産大学、小樽商科大

東北 東北大学

関東
国立情報学研究所、千葉大学、群馬大学、東京大学、
東京農工大学、慶應義塾大学、成城大学

中部 名古屋大学、信州大学

北陸 福井大学、金沢大学、富山大学、北陸先端科学技術大学院大学

関西 京都大学、神戸大学、大阪大学、NPO法人CCC-TIES

中国 広島大学

九州 九州大学



４．オープンサイエンスの推進：データ管理基盤の実証実例（その１）

①東京大学定量生命科学研究所研究公正管理システム（IQB-RIMS）

GakuNin RDMの実証実例のご紹介（その１）
（YouTubeで公開中）

GakuNin 画像・データ・論文の証跡管理を徹底 -研究公正 /東京大学定量科学生命
研究所・白髭克彦所長・教授、須谷尚史准教授

https://www.youtube.com/watch?v=10wsW5qMW2A&list=PLKzfdUM
-Rtgyj44t821KN1xO5lt78Ea4O&index=1
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４．オープンサイエンスの推進：データ管理基盤の実証実例（その１）

87

③⼯学・商学・農学の異分野の⼤学経
営統合によるオープンイノベーション

②医師と数学者による神経科学・数理
学・医学分野の共同研究

GakuNin RDMデモ︓オシロロジーにおける領
域間研究の発展とデータ共有基盤構築/京都⼤
学・松橋眞⽣先⽣、北海道⼤学・⾏⽊孝夫先⽣

https://youtu.be/SzS8-o5B3vw

GakuNin RDMデモ︓GakuNin RDMを軸とし
たオープンイノベーション/北⾒⼯業⼤学・升 井
洋志先⽣、⼩樽商科⼤学・三浦克宜先⽣

https://youtu.be/3I6KXI83b-o

GakuNin RDMの実証実例のご紹介（その２）
（YouTubeで公開中）
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2015年3月 内閣府 「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」報告書
P21 大学・研究機関等においては、技術職員、URA、大学図書館職員等を中心としたデータ管理体制を整備できるように、
データサイエンティストやデータキュレータなどを研究支援人材として位置づけられるよう、包括的な育成システムを検討
し、推進することが必要である。

早い時期から大学・研究機関における人材育成は課題

• 2017年『オープンサイエンス時代の研究データ管理』教材開発
– JMOOC（gacco）から配信

• 2018年『研究データ管理サービスの設計と実践』教材開発
– 支援者向け教材として全国の大学と試用プロジェクトを実施

北海道大学、旭川医科大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、新潟大学、信州大学、京都大学、九州大学、鹿児島大学、
早稲田大学、東邦大学、津田塾大学、国立情報学研究所、国立極地研究所、国立環境研究所、森永乳業株式会社（全18機関）

• 2021年：約130のRDMスキルを策定し、より効率的に学べるコンテ
ンツと環境整備を実施「学習プラットフォーム（学認LMS）」

課題

NIIの取組

受講者数 修了率

OS時代の研究データ管理 2,305 25%
gacco講座平均 4,145 15%

88

４．オープンサイエンスの推進：研究データ管理人材の育成

https://www.nii.ac.jp/service/jmooc/rdm/
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４．オープンサイエンスの推進：学習プラットフォーム「学認LMS」

89

機関管理者

https://lms.nii.ac.jp/

受講

 人材の育成
• データキュレータやデータライ

ブラリアンの養成
• データサイエンティストの育成

 研究者のリテラシー向上

大学等機関にとってのメリット

データサイエンスの推進

研究の公正性の確保

受講管理
モニタリング

履修証明

機関毎に学習ログを蓄積・分析・可視化する
ダッシュボード機能

教材（基礎編）「オープンサイエンス時代の研究データ管理」

教材（支援者向け）「研究データ管理サービスの設計と実践」

教材（研究者向け）「研究者のための研究データマネジメント」

主な講座

受講者
（図書館員）

受講者
（IT技術者）

受講者
（URA）

受講者
（研究者）

受講者
（院生）

受講者
（研究支援職員）

マイクロコンテンツ教材の組み合わせ機能

機能（機関管理者のみ）

合成音声教材作成機能

所属機関が同じ受講者の受講履歴閲覧機能

自機関コース作成機能/共有機能

※ NIIオープンフォーラム（7/6-9）
「学認LMS」利用説明セッション申込受付中
https://www.nii.ac.jp/service/openforum/

２０２１年6月14日
「学認LMS」本運用開始

https://lms.nii.ac.jp/
https://www.nii.ac.jp/service/openforum/
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「 4．オープンサイエンスの推進」のまとめ

オープンサイエンスの推進は新たな使命！
研究データ基盤を構築して、大学と一緒に
新しい事業にチャレンジしていくんです！！
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５．まとめ

◆後続計画（次世代学術研究プラットフォーム）
◆共考共創
(一緒に考え、皆で創る) Co-desiｇn and Co-create

91
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400G 超高速ネットワーク

研
究
デ
ー
タ
基
盤

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
基
盤

SINET5 （2016～2021年度）

4G モバイル機能

欧州

アジア

米国

：400Gbps国内回線
：SINETノード

：100Gbps国内回線
：100Gbps国際回線

学術認証基盤 クラウド活用基盤

VPNサービス、オンデマンドサービス等

コンテンツ基盤

検索・利用

非公開 共有 公開

成果論文

公開・蓄積

メタデータ集約・管理
知識ベースの構築

データ検索基盤

管理・保存
研究データ

データ管理基盤 データ公開基盤

•全国を400Gbps以上、国際を200Gbps以上で整備
•無線（全国セキュア5G＋ローカル5G）と超高速有線との融合

研究データ基盤

次世代学術研究プラットフォーム
（2022～2027年度）

次世代学術研究プラットフォーム（2021～2027年度）
ネットワーク移行(2021年度)、次世代学術研究プラットフォームの運営(2022～2027年度)

ネットワーク基盤と
研究データ基盤を融合

本計画は、最先端かつ安定した運用実績のあるSINET5を発展させ、機能強化した研究データ基
盤と融合することで、データ駆動型研究を加速する研究環境を構築するものである

計画範囲 （2021～2027年度）
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•基礎的な機能の提供からデータ駆動型研究
の実践に不可欠な基盤へと機能を拡充

教育支援
にも活用

4.5 後続計画：次世代学術研究プラットフォーム５．まとめ：後続計画（次世代学術研究プラットフォーム）
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5. まとめ：シンポジウムの開催

『４月からの大学等遠隔授業に関する取組状況共有サイバーシンポジウム』

主催 国立情報学研究所 大学の情報環境のあり方検討会
開催日時 令和２年３月２６日（木） １２時１５分～ （約２時間程度）

趣旨
３月２４日、文部科学省高等局より「令和２年度における大学等の授業の開始等について」

の通知を受け、４月以降大学等において遠隔講義に関し検討を進めておられるかと存じます。
想定外の状況の国難の中で、遠隔授業等の準備状況に関する情報を出来る限り多くの大学間で
共有すること目的に、本サイバーシンポジウムを開催いたします。今回は、東大、京大、名大、
九大の取組状況をご紹介致しますが、未解決の問題も多々残っており、本シンポジウムが全て
の解を提示するものではない点をご理解下さい。現状の課題を早急に共有することが重要と考
える次第です。直前でのご連絡を何卒ご寛恕ください。なお、ご都合のつかない受講希望者も
多々おられるかと存じますので、今回のシンポジウムへのフィードバックを元に次回を計画す
る予定です。

なお、本シンポジウムは質問をお受けしたいと考えており、非常に多くの大学からのご参加
は想定しておらず、オープンには致しません。お申込みをお願い致します。又質問はチャット
でお受けし口頭で回答する予定です。

大きな変更はございませんが、若干プログラムに変更が生じることもございます
何分、急ごしらえですので、不行き届きの点はご寛恕のほどお願い申し上げます。
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「4月からの大学等遠隔授業に関する
取組状況共有サイバーシンポジウム」

令和3年1月からは

『大学等におけるオンライン教育とデ
ジタル変革に関するサイバーシンポジ
ウム「教育機関DXシンポ」』

に名称を変更。

https://www.nii.ac.jp/event/other/decs/
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5. まとめ：サイバーシンポジウム概要
「オンライン授業開始にあたっての東京大学のこれまでの取り組み・現状・ドタバタ大学間連携の提案」田浦健次朗 東京大学情報基盤センター長・教
授
「名古屋大学における情報基盤を活用したCOVID-19対応 - オンライン学習の観点から」森 健策 名古屋大学情報基盤センター長・
「オンライン授業への移行に対する国内外の対応と京大の取組」緒方広明 京都大学学術情報メディアセンター教授
｢著作権に関する説明」岸本織江 文化庁著作権課長
「九州大学におけるオンライン授業実施に向けた準備状況」島田敬士 九州大学大学院システム情報科学研究院教授
「ネットワークに関する諸課題について」漆谷重雄 国立情報学研究所副所長・教授
「大学・高専における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保 ～文部科学省高等教育局の対応状況～」西山 崇志 文部科学省高等教育局専
門教育課企画官 | 映像 資料
｢大阪大学におけるメディア授業へのサポート体制と課題」竹村 治雄 大阪大学サイバーメディアセンター教授
「北海道大学におけるオンライン教育実施支援の状況」重田 勝介 北海道大学情報 基盤センター准教授・高等教育推進機構オープンエデュケーション
センター副センター長
「東北大学における授業のオンライン化推進の状況について」菅沼 拓夫 東北大学サイバーサイエンスセンター長・教授
「2020年度授業実施に関する 京都大学の 新型コロナウイルス対応」喜多 一 京都大学情報環境 機構長・教授
「Zoomを利用したオンライン授業におけるネットワークトラフィック調査」井上 仁 群馬大学数理 データ科学 教育研究センター准教授
「徳島大学における端末利用準備と遠隔実施準備状況」松浦 健二 徳島大学情報センター長・教授
「オンライン授業に向けた滋賀大学の取り組み」竹村 彰通 滋賀大学データサイエンス学部長・教授
「オンラインでの新入生アカウント情報通知の試み」宇田川 暢 新潟大学学術情報基盤機構情報基盤センター
「テレビ会議での盗聴防止とプライバシー保護」柏崎 礼生 国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター 特任准教授
「遠隔講義を実際にやってみての体験」田浦 健次朗 東京大学情報基盤センター長・教授
「帯域逼迫するネットワークの状況」福田 健介 国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系准教授
「平成３０年著作権法改正（授業目的公衆送信補償金制度）の早期施行」岸本 織江 文化庁著作権課長
「大学・高専の遠隔授業の推進施策に関する最新状況 ～緊急経済対策と学生の通信環境の配慮等を中心に～」西山 崇志 文部科学省高等教育局専門
教育課企画官
「初等中等教育における取組」中川 哲 文部科学省初等中等教育局視学委員緒方 広明 京都大学学術情報メディアセンター教授
「立命館大学の取り組み」西尾 信彦 立命館大学情報理工学部教授
「学びの機会を保障しCOVID-19収束後の大学教育を見据えた星槎大学の取り組み」鬼頭 秀一 星槎大学副学長（教育・研究担当）・共生科学部長
「遠隔授業における情報保障」熊谷 晋一郎 東京大学先端科学技術研究センター准教授・東京大学バリアフリー支援室長
「ビデオ会議ソフトのセキュリティ」柏崎 礼生 国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター特任准教授
「学習支援システムの負荷上昇発生時の対処 ～九州大学の事例～」島田 敬士 九州大学大学院システム情報科学研究院教授
「授業目的公衆送信補償金制度に関する最新の状況」岸本 織江 文化庁著作権課長
「心身のケアの重要性」久保 千春 九州大学総長
「長期運用を俯瞰した遠隔講義のありかたについて」高倉 弘喜 国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター長・教授
「インターネットトラヒック関連動向と新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う学生等の学習に係る通信環境の確保について」大村 真一 総務省
総合通信基盤局料金サービス課長大江 慧知 総務省総合通信基盤局データ通信課課長補佐
「学習支援システムの負荷上昇発生時の対処～九州大学の事例～」島田 敬士 九州大学大学院システム情報科学研究院教授
「名古屋大学教育学部附属学校におけるLMS導入取組～名大情報基盤センターとの連携」森 健策 名古屋大学情報基盤センター 情報基盤センター長三
小田 博昭 名古屋大学教育学部附属中・高等学校 高校副校長渡辺 武志 名古屋大学教育学部附属中・高等学校 中学主幹教諭丹羽 ひとみ 名古屋大学教
育学部附属中・高等学校 情報・理科助手戸田 智基 名古屋大学情報基盤センター教授
「オンライン授業で学習者の思考を引き出す～高等学校での事例」白水 始 国立教育政策研究所初等中等教育研究部・総括研究官齊藤 萌木 東京大学高
大接続研究開発センター特任助教
「オンライン授業における合理的配慮について」田中 真理 九州大学基幹教育院/キャンパスライフ健康支援センターインクルージョン支援推進室教授
横田 晋務 九州大学基幹教育院/キャンパスライフ健康支援センターインクルージョン支援推進室准教授
「無理はしないで同じ形を目指さないこと：平時に戻るまでの遠隔授業のデザイン」鈴木 克明 熊本大学システム学研究センター長・教授（日本教育
工学会会長）
「オンライン授業実施に向けた個別サポートデスクの実施体制の構築とその運用」尾崎 拓郎 大阪教育大学情報基盤センター講師
「オンライン授業準備～現場からの報告」越智 徹 大阪工業大学情報センター講師
「開催にあたって」喜連川 優 国立情報学研究所長
「ご挨拶」中川 健朗 国立教育政策研究所長（兼・国立情報学研究所客員教授）
「遠隔授業の活用に係るＱ＆Ａ等の更新について（4月21日付大学振興課事務連絡）」西山 崇志 文部科学省高等教育局専門教育課企画官
「遠隔授業サポート崩壊！！を起こさないためには！」竹村 治雄 大阪大学サイバーメディアセンター教授
「LMSへの負荷集中に対して戦々恐々とされている教職員の皆様方へ」菅沼 拓夫 東北大学サイバーサイエンスセンター長・教授
「新型コロナウイルス流行下の図書館運営」深澤 良彰 早稲田大学図書館長／理工学術院教授
「授業デザインから考える成績評価：オンライン型授業で変わること・変わらないこと」山田 政寛 九州大学基幹教育院人文社会科学部門准教授
「危機に直面して」長尾 真 元京都大学総長
「遠隔環境におけるグループワークの実践」小林 真也 愛媛大学大学院理工学研究科教授黒田 久泰 愛媛大学大学院理工学研究科准教授遠藤 慶一 愛媛
大学大学院理工学研究科准教授
「事例紹介：10回の遠隔授業を通じて」寺本 篤司 藤田医科大学医療科学部放射線学科教授
「苫小牧高専における遠隔授業の実践について」村本 充 国立高等専門学校機構苫小牧工業高等専門学校副校長（教務主事）・教授
「遠隔環境による高大接続プログラミング演習の実践報告」久野 靖 電気通信大学共通教育部教授 赤澤 紀子 電気通信大学共通教育部特任准教授
「３月末から始めた本シンポジウムを振り返り、これからを考える」喜連川 優 国立情報学研究所長
「大学等における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保 補正予算概要説明」黄地 吉隆 文部科学省高等教育局専門教育課長
「権利者の３５条改正への思いとフォーラム設立の背景について」瀨尾 太一 一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS）常務理事
、日本写真著作権協会常務理事
「授業目的公衆送信補償金制度に関する施行等について」岸本 織江 文化庁著作権課長
「オンライン環境での新入生支援 京都大学 工学部 電気電子工学科の取組から」喜多 一 京都大学情報環境機構長

「講義オンライン化と入構規制に関する新入生への対応」四本 裕子 東京大学教養学部准教授
「大阪大学における全学的な新入生支援の取り組みと体制づくり」村上 正行 大阪大学全学教育推進機構教育学習支援部教授
「難局を乗り切るためのオンライン授業評価：基本的な観点と方法」藤本 徹 東京大学大学院情報学環講師
「教育データの取り扱い」安浦 寛人 九州大学理事・副学長
「情報セキュリティ人材育成コースSecCapの遠隔教育」曽根 秀昭 東北大学情報科学研究科教授
「高等学校における遠隔学習の現状と課題」小原 格 東京都立町田高等学校指導教諭
「新型コロナウイルス流行下の図書館運営：国立大学の取り組みから」江川 和子 東京大学附属図書館事務部長(国立大学図書館協会事務局)
「VRのすゝめ -VR 講義はもう手間じゃない-」青山 一真 東京大学バーチャルリアリティ教育研究センター・大学院情報理工学系研究科助教
「新型コロナウイルス感染症拡大状況下で医学生は何をどのように学ぶべきなのか？：名古屋大学医学部医学科の経験」錦織 宏 名古屋大学大学院医
学系研究科総合医学教育センター教授 黒田 啓介 名古屋大学大学院医学系研究科神経情報薬理学分野特任助教 近藤 猛 名古屋大学医学部付属病院卒
後臨床研修・キャリア形成支援センター/総合診療科病院助教 木村 宏 名古屋大学大学院医学系研究科微生物免疫学講座ウイルス学分野教授
「神田外語大学におけるフル・オンライン授業化プロジェクト（Innovation KUIS）」石井 雅章 神田外語大学言語メディア教育研究センター
（LMLRC）センター長
「体育大学におけるスポーツ動画像を用いた遠隔授業支援へ向けた映像情報システム」角田 貢 日本体育大学（全学）基礎・教養系准教授 渡邊 いろは
日本体育大学（体育学部）遠隔講義（映像情報技術）支援教員 水野 増彦 日本体育大学体育学部長
「室蘭工業大学の遠隔授業」桑田 喜隆 室蘭工業大学情報教育センター長
「青山学院中等部技術AIの最先端オンライン授業の様子」安藤 昇 青山学院中等部数学科講師
「データダイエットのお願い」喜連川 優 国立情報学研究所長
「文部科学省から」村田 善則 文部科学省研究振興局長
「国内のPCの需給状況と見通し」田辺 雄史 経済産業省商務情報政策局情報産業課ソフトウェア・情報サービス戦略室長
「運動が心身の健康を守るー女性の身体的特性をふまえてー」須永 美歌子 日本体育大学児童スポーツ教育学部教授,学生支援センター学修・キャリア
支援部門長
「規模別によるオンライン授業の設計の具体例」向後 千春 早稲田大学人間科学学術院教授
「LMSを使ってオンライン授業をやってみよう！」緒方 広明 京都大学学術情報メディアセンター教授
「大学・高専の遠隔授業の推進施策に関する最新状況 ～遠隔授業の実施に係る留意点、補正予算に関する公立大学の対応等を中心に～」西山 崇志
文部科学省高等教育局専門教育課企画官
「神奈川県立川崎北高等学校におけるオンライン授業実現に向けた取組」柴田 功 神奈川県立川崎北高等学校校長
「コロナウイルス感染対応に見る大学図書館の課題と今後」引原 隆士 京都大学工学研究科, 図書館機構長
「文部科学省から」田口 康 文部科学省大臣官房サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官
「初等中等教育におけるオンライン学習への文科省の取り組み」髙谷 浩樹 文部科学省初等中等教育局情報教育・外国語教育課長
「日出学園中学校・高等学校の遠隔授業対応＆遠隔授業の法則」武善 紀之 日出学園高等学校・中学校教諭
「自宅でできるオンライン授業（数学を例として）」武沢 護 早稲田大学高等学院教諭
「続：LMSを使ってオンライン授業をやってみよう！～教育データの利活用編～」緒方 広明 京都大学学術情報メディアセンター教授
「北京大学計算機科学技術系におけるオンライン教育について」胡 振江 北京大学計算機科学技術系・専攻長、国立情報学研究所 特任教授
「新型コロナ禍の授業開始日に早稲田大学で起きたこと」深澤 良彰 早稲田大学 図書館長／理工学術院教授
「Open e-Book Assessmentによる成績評価」フラナガン・ブレンダン 京都大学学術情報メディアセンター特定講師
「Stay Home体制下で見えてきたこれからの子育てに必要な支援」吉田 さちね 東邦大学医学部助教
「COVID-19パンデミックにおける大学間連携」門川 俊明 慶應義塾大学医学教育統轄センター長・教授
「東京医療保健大学 和歌山看護学部の遠隔授業」北得 美佐子 東京医療保健大学和歌山看護学部看護学科准教授
「文科省ご挨拶」矢野 和彦 文部科学省大臣官房審議官（初等中等教育局担当）
「遠隔授業の推進に関する文部科学省の取組状況（進捗）～事務連絡通知（5/15）、Q&A更新（5/22）、２次補正予算編成を中心に～」西山 崇志 文
部科学省高等教育局専門教育課企画官
「オンライン授業において Zoom の通信量を抑えるには」吉田 塁 東京大学 大学総合教育研究センター 特任講師
「学生から見たオンライン授業」武居 悠菜 東京大学教養学部２年／東大UmeeT編集部
「学生主体のオンライン授業サポート体制構築と他機関への展開の可能性」島田 敬士 九州大学大学院システム情報科学研究院教授 野口 岳 九州大学
21世紀プログラム4年, iQ Lab 共同代表
「大学図書館は動き続けているか：COVID-19拡大に直面して」小陳 左和子 東北大学附属図書館事務部長
「オンライン授業におけるデータ利活用の重要性」美濃 導彦 京都大学名誉教授・ 理化学研究所理事
「『大学教育の質保証』に向けた遠隔授業・卒論指導・キャリア支援」三並 めぐる 人間環境大学松山看護学部教授 岡 多枝子 人間環境大学松山看護
学部教授
「『無理をしない』遠隔授業における課題学習」戸村 多郎 関西医療大学保健医療学部はり灸・スポーツトレーナー学科准教授
「落語」林家 菊丸
「今できることからはじめる 教職員向けオンライン研修」津奈木 考嗣 宮崎県教育委員会教育政策課企画・調整担当指導主事 中山 隆 一般財団法人
こゆ地域づくり推進機構教育イノベーション推進専門官
「公立の普通科高校による遠隔授業の取組とその成果と課題」春日井 優 埼玉県立川越南高等学校教諭
「公立中学校における教育データを利活用したオンライン授業の取組」宮部 剛 京都市立西京高等学校附属中学校教諭
「文科省ご挨拶」伯井 美徳 文部科学省高等教育局長
「遠隔授業におけるアクティブラーニング応用事例」波多 伸彦 ハーバード大学医学部教授 ブリガムアンドウィメンズ病院放射線科
「コロナウイルス対策情報配信LINE Botの開発」中屋 悠資 東北大学工学部４年 高橋 佑輔 東北大学工学部３年 樋口 賢一 東北大学医学部３年
「慶應SFCにおける遠隔授業とアンケート調査結果」植原 啓介 慶應義塾大学環境情報学部准教授
「実験的オンライン実技実験講義〜北九州市立大学国際環境工学部のチャレンジ」山崎 進 北九州市立大学国際環境工学部准教授 舘 伸幸 名古屋大学
大学院情報学研究科附属組込みシステム研究センター
「プラハカレル大学でのzoom授業を無事終えることができました」岩間 一雄 京都大学数理解析研究所特任教授／カレル大学客員教授
「ウィズコロナ時代の対話型オンライン授業と授業研究に向けて」白水 始 国立教育政策研究所・総括研究官／新しい学びプロジェクト研究協議会・
副代表
「子どもたちの学びを止めない熊本市におけるオンライン授業の取組」塩津 昭弘 熊本市教育次長 本田 裕紀 熊本市教育センター副所長
「東京大学附属学校 遠隔学習支援の取り組み」淺川 俊彦 東京大学教育学部附属中等教育学校副校長
「教員みんなで取り組むオンライン授業」岡本 弘之 アサンプション国際中学校高等学校

サイバーシンポジウム 延べ参加者数

アーカイブ映像視聴回数

サイバーシンポジウム 延べ講演本数

：約41,075人

：約343本

：228,083回以上
952021/6/14時点
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「 5．まとめ」のまとめ

国立情報学研究所は大学図書館の仲間！
これからも末永く、学術情報流通について
共に考え、共に創っていくんです！！

最後にビデオで復習しよう！！！

https://www.nii.ac.jp/about/pr-video/
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おわりに

最後までおつきあいいただき、
ありがとうございました。
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国立情報学研究所の取り組み
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学術基盤推進部次長 竹谷 喜美江
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